東秩父村過疎地域自立促進計画
（平成２８年度～平成３２年度）

埼玉県秩父郡東秩父村
はじめに
１　趣旨

　東秩父村は、平成２２年４月に過疎地域自立促進特別措置法第２条の規定により、過疎地域として指定された。
本計画は、過疎地域自立促進特別措置法第６条第１項の規定により必要な事項を定めるものである。

２　対象地域

　過疎地域として指定された村全域を対象地域とする。
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１．基本的な事項

（１）東秩父村の概況

ア　自然的、歴史的、社会的、経済的諸条件の概要

①位置と地勢

東秩父村は、埼玉県の西部に位置し、四方を山に囲まれている。都心から６０㎞圏にあり、東は比企郡小川町、西は秩父郡皆野町、南は秩父市と比企郡ときがわ町、北は大里郡寄居町に接している。東西７．７km、南北１０．５kmで、面積は埼玉県土（３,７９７．７５ｋ㎡）の約１％に当たる３７．０６ｋ㎡である。

地勢は大部分が外秩父山地などの山々に囲まれたほぼ正三角形の地域で、総面積の約８割を山林が占める。また、槻川の最上流域でもあり、集落は山の中腹や川沿いに開けている。

気象は、年間最高気温平均２８．４℃、年間最低気温平均５．９℃と、四方を山に囲まれているため、安定的な気候となっているが最近の温暖化の影響により気温の上昇は避けられない状況である。

②歴史と沿革

東秩父村の歴史は古く、約１３，０００年前の縄文時代までさかのぼる。村内からは古代の土器や集落跡が多数発見され、なかでも「関場遺跡」は縄文時代後・晩期の石器工房の遺跡で、縄文時代、すでに村の特産品を作ってほかの地域に供給していたという可能性があり、一般的に自給自足の生活をしていたと考えられていた縄文時代を解明するうえで、きわめて貴重な遺跡となっている。

中世には大河原氏、上田氏の本拠地となり、鎌倉時代に開山された浄蓮寺は、戦国時代松山城主上田氏の菩提寺となった古刹で、本村中世文化財の宝庫である。

近世には天領・藩領・旗本領・寺社領に分かれ、和紙や竹縄といった工芸品づくりが盛んになり、その優れた伝統を物語る有形無形の文化財が数多く残されている。平成２６年１１月２７日にユネスコ無形文化遺産に登録された「細川紙」の紙漉き技術は国重要無形文化財に、製作用具と製品は国重要有形民俗文化財に指定されている。
明治２２年（１８８９年）、７つの村が合併して大河原村と槻川村の２村となり、昭和３１年（１９５６年）、２村が合併して現在の東秩父村となった。
　③道路と公共交通機関

主要道路は、本村の中央を槻川に沿って走り秩父市に通じる県道熊谷・小川・秩父線、中央から北に寄居町へ通じる県道坂本・寄居線、坂本から栗和田を通り秩父高原牧場へ上る県道三沢・坂本線が基幹道路となっている。

公共交通機関としては、村内に鉄道駅はないが、「和紙の里」から寄居町への村営バスを運行している他、白石地区から小川町駅への民間バスがあり、ＪＲ、東武鉄道、秩父鉄道と接続している。

　④社会・経済

　　　平成２４年度の市町村民経済計算によると一人当たりの村民所得は１，４７３千円であり、県平均の２，８０６千円に対して５２．５％の所得となっている。また、その格差は広がる傾向にある。

土地利用については、総面積の７６．３％を山林が占めており、田･畑はわずか６．８％である。

村の基幹産業である農業は、都市化や生産人口の流出により厳しい状況となっており、販売農家は、農家数、世帯員数、経営耕地面積ともに減少している。
槻川沿いの地域では、清流を利用した紙漉きが盛んに行なわれてきた。昭和５９年に、紙漉きの技術を守り伝える「和紙の里」を整備し、交流人口の増加を図った。昭和６１年からは「和紙の里文化フェスティバル」、平成１６年からは「版画フォーラム」などが民間団体の主催により開催され、和紙の伝統的な文化を継承するとともに、新たな文化の創造を進めている。

また、清流や緑の山々など豊かな自然環境を活かし、花桃や山ツツジなどの花の名所、キャンプ場、秩父高原牧場など、観光拠点の充実に取り組み、多くの日帰り観光客で賑わっている。

イ　過疎の実態

　　　　東秩父村の人口は、昭和３５年の５，８８１人（国勢調査）をピークに、高度経済成長以後減少が始まり、平成１７年に３，７９５人（国勢調査）となり、平成２２年４月に過疎地域の指定を受けた。

　　　　過疎の要因としては、主に以下の事項が考えられる。

　　　　・鉄道・道路を始めとする交通、通信等の基盤が未整備であるため、日常生活に不便を感じた
　　　　・産業構造の変化に十分に対応できなかったことにより、とくに若年層の就業機会が減少した

　　　　・基幹産業である農林業の生産性の低下や衰退により、所得が減少した

　　　　・都市部との教育や文化施設等の格差による不満を感じた

・都市的生活環境、子育て環境、および福祉厚生施設、医療施設等の不備による不満を感じた

　　　　また、高度経済成長に伴う都市部への若年労働力の流出とそれに伴う出生人口の低下が過疎化にいっそう拍車をかけた。

　　　　これに対して、村では交通通信体系の整備、教育文化施設の整備、生活環境の整備、産業の振興等を積極的に進めてきた。しかし、若年層の就労の場の不足、公共交通機関整備等の遅れによる生活の不便性から、人口の減少は更に進行しており、一人暮らし高齢者および高齢者夫婦のみの世帯の割合も高くなり、相互扶助など集落の基礎的な機能が困難になるなど、以前にも増して厳しい問題に直面している。

　　　　そこで、当面する諸問題を的確にとらえた過疎地域自立促進計画を策定し、自立促進を図っていかなければならない。

　　

ウ　社会的、経済的発展の方向

　　　　農業は村の基幹産業であったが、衰退傾向にある。しかし、従来からの野菜、こんにゃく、麦等に加え、最近では花き、果物の栽培が行われている。花きは他の作物と比較して高額で売買されており、花き組合を組織して共同で出荷に当たっている。また、果物の栽培は、みかんの他、りんご、ブルーベリー、プラム等を栽培している農家があり、多品種・多品目にわたっている。

村の総面積３，７０６．０ｈａのうち、２，８２７．７ｈａ、７６．３％が山林である。昭和４５年頃までは、木炭の産地であったが、今はほとんど「炭焼き」は見られない。農林業の発展は、村の産業振興上重要な部分を占めており、今後も付加価値の高い農林業を育成するとともに、観光等で村を訪れる交流人口を対象とした農林産物の直販施設、果樹の摘み取り園、観光農園等の整備を図る。

　　　　工業を取巻く状況は厳しさを増している。村内には金属加工、自動車整備等の工場があるが、事業所数、従業者数、出荷額ともに減少傾向にある。若年層の就労の場を確保するために、村の地域特性や特色ある資源を活かした工場の誘致を推進する。また、近隣自治体への企業進出に合わせ、通勤のための道路網の整備を推進する。
　　　　これまで観光業は、「和紙の里」を拠点とした個性ある観光地づくりを進めてきた。近年は、花桃、ツツジ、アジサイ等、四季折々の花の名所に、多くの観光客が訪れている。今後はこれらの観光資源のネットワークを図るとともに、特産品開発、直売施設の充実等を進め、観光のむら東秩父をアピールする。

（２）人口および産業の推移と動向

ア　人口の推移と動向

　東秩父村の平成２２年国勢調査の人口は３，３４８人であり、昭和３５年の５，８８１人と比較して２，５３３人減少し減少率は４３．１％となっている。人口の減少率を５年間ごとに見ると、昭和３５年から４０年にかけてが△９．１０％、その後減少率は減少する傾向にあり、ほぼ横ばいで推移したが、昭和６０年から平成２年にかけての△２．２４％以後、再び減少率は大きくなる傾向にあり、平成１７年から２２年の減少率は１１．７８％となっている。これは、地域経済の衰退における人口の流出による社会減と、少子化による自然減の両方が起因していると思われる。

年齢別に見ると、年少人口(０歳～１４歳)は、昭和３５年の２，０５５人から平成２２年には、３２４人となり１，７３１人、８４．２％の減少となっている。また、若年人口（１５歳～２９歳）は、昭和３５年の１，０７５人から平成２２年には４５８人となり６１７人、５７．４％の減少となっている。一方、高齢者人口(６５歳以上)は、昭和３５年の５４１人から平成２２年には１，０６１人となり５２０人、９６．１％の増加となっている。

　構成比率を見ると、若年人口は、昭和３５年１８．２８％から上昇し、昭和４５年の２３．１９％をピークに減少に転じ、平成２２年には１３．６８％となっている。一方高齢者人口は、昭和３５年９．２０％から年々上昇し、平成１２年には２６．３７％と、村民の４人に１人が高齢者人口となり、平成２２年には３１．６９％となった。

（表１－１（１）及び表１－１（２）参照）

イ　産業別就業人口の推移と動向

　　　　平成２２年の村の就業者数は１，４６４人（国勢調査）である。平成１７年の就業者数は１，８２０人であったから、この５年間で、３５６人、１９．６％減少しており、高齢化、過疎化の進展に伴い、今後もこの傾向は続くと思われる。
　　　　平成２２年の産業別就業人口の構成比を見ると、第３次産業が５６．７％と半数を超えており、次いで第２次産業が３７．５％、第１次産業が５．８％となっている。
　　　　昭和３５年から平成２２年までの５０年間における産業別就業人口の構成比の変化で最も顕著なのは、第１次産業の激減と第３次産業の大幅な増加である。
第１次産業の就業人口は、昭和３５年に１，５２１人であったが、平成２２年には８５人となり９４．４％の減少である。農林業従事者の高齢化、後継者不足等を考慮すると、今後もこの傾向は続くものと思われる。

　　　　一方、第３次産業の就業人口は、昭和３５年に４５９人であったが、平成２２年には８３０人となり、８０．８％の増加である。高齢化に伴う福祉産業需要の増大、花の名所づくり等観光業の推進など、今後ますます第３次産業が大きな比重を占めることになる。

また、第２次産業は、昭和３５年から平成２年までは、２～４％の一桁台の減少率であったが、平成２年から平成７年の１４．０％以後は二桁台の減少率となっている。

　　　　（表１－１（３）参照）
表１－１（１）　人口の推移（国勢調査）

	区　　分
	昭和35年
	昭和40年
	昭和45年
	昭和50年
	昭和55年
	昭和60年

	
	実　数
	実　数
	実　数
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率

	総　　数
	人
5,881
	人
5,346
	人
5,067
	人
4,931
	％
△2.68
	人
4,704
	％
△4.60
	人
4,539
	％
△2.36

	0歳～14歳
	2,055
	1,610
	1,191
	1,059
	△11.08
	1,002
	△5.38
	928
	△7.39

	15歳～64歳
	3,285
	3,143
	3,252
	3,197
	△1.69
	3,024
	△5.41
	2,941
	△2.74

	
	うち15歳～29歳(a)
	1,075
	1,002
	1,175
	1,126
	△4.17
	950
	△15.63
	800
	△15.79

	65歳以上
(ｂ)
	541
	593
	624
	675
	8.17
	678
	0.44
	724
	6.78

	(ａ)／総数
若年者比率
	％
18.28
	％
18.74
	％
23.19
	％
22.84
	―
	％
20.20
	―
	％
17.42
	―

	(ｂ)／総数
高齢者比率
	％
9.20
	％
11.09
	％
12.31
	％
13.69
	―
	％
14.41
	―
	％
15.76
	―


	区　　分
	平成2年
	平成7年
	平成12年
	平成17年
	平成22年

	
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率

	総　　数
	人
4,490
	％
△2.24
	人
4,323
	％
△3.72
	人
4,119
	％
△4.72
	人
3,795
	％
△7.87
	人
3,348
	％
△11.78

	0歳～14歳
	798
	△14.01
	672
	△15.79
	566
	△15.77
	443
	△21.73
	324
	△26.86

	15歳～64歳
	2,848
	△3.33
	2,677
	△5.84
	2,467
	△7.84
	2,281
	△7.54
	1,963
	△13.94

	
	うち15歳～29歳(a)
	800
	0
	780
	△2.50
	697
	△10.64
	584
	△16.21
	458
	△21.58

	65歳以上
(ｂ)
	849
	17.27
	974
	14.72
	1,086
	11.50
	1,071
	△1.38
	1,061
	△0.93

	(ａ)／総数
若年者比率
	％
17.82
	―
	％
18.04
	―
	％
16.92
	―
	％
15.39
	―
	％
13.68
	―

	(ｂ)／総数
高齢者比率
	％
18.91
	―
	％
22.53
	―
	％
26.37
	―
	％
28.22
	―
	％
31.69
	―


表１－１（２）　人口の推移（住民基本台帳）
	区　　分
	平成17年3月31日
	平成22年3月31日
	平成26年3月31日

	
	実　数
	構成比
	実　数
	構成比
	増減率
	実　数
	構成比
	増減率

	総　　数
	人
3,903
	％
―
	人
3,496
	％
―
	％
△10.43
	人
3,192
	％
―
	％
△8.70

	男
	1,940
	49.71
	1,734
	49.60
	△10.62
	1,612
	50.50
	△7.04

	女
	1,963
	50.29
	1,762
	50.40
	△10.24
	1,580
	49.50
	△10.34


表１－１（３）　産業別人口の動向（国勢調査）

	区　　分
	昭和35年
	昭和40年
	昭和45年
	昭和50年
	昭和55年
	昭和60年

	
	実　数
	実　数
	実　数
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率

	総　　数
	人(%)
5,881
	人(%)
5,346
	人(%)
5,067
	人(%)
4,931
	％
△2.7
	人(%)
4,704
	％
△4.6
	人(%)
4,593
	％
△2.4

	第一次産業就業人口(比率)
	1,521
(52.1)
	1,171
(45.7)
	843
(31.1)
	470
(19.5)
	％
△44.2
	306
(13.4)
	％
△34.9
	306
(13.4)
	％
0.0

	第二次産業就業人口(比率)
	938
(32.1)
	908
(35.4)
	1,277
(47.1)
	1,253
(52.1)
	％
△1.9
	1,208
(52.6)
	％
△3.6
	1,175
(51.6)
	％
△2.7

	第三次産業就業人口(比率)
	459
(15.7)
	484
(18.9)
	589
(21.7)
	683
(28.4)
	％
16.0
	782
(34.1)
	％
14.5
	798
(35.0)
	％
2.0


	区　　分
	平成2年
	平成7年
	平成12年
	平成17年
	平成22年

	
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率
	実　数
	増減率

	総　　数
	人(%)
4,490
	％
△2.2
	人(%)
4,323
	％
△3.7
	人(%)
4,119
	％
△4.7
	人(%)
3,795
	％
△7.9
	人(%)
3,348
	％
△11.8

	第一次産業就業人口(比率)
	154
(7.2)
	％
△49.7
	109
(5.4)
	％
△29.2
	156
(8.1)
	％
43.1
	131
(7.2)
	％
△16.0
	85
(5.8)
	％
△35.1

	第二次産業就業人口(比率)
	1,128
(52.8)
	％
△4.0
	970
(47.9)
	％
△14.0
	839
(43.6)
	％
△13.5
	720
(39.6)
	％
△14.2
	549
(37.5)
	％
△23.8

	第三次産業就業人口(比率)
	855
(40.0)
	％
7.1
	945
(46.7)
	％
10.5
	931
(48.3)
	％
△1.5
	969
(53.2)
	％
4.1
	830
(56.7)
	％
△14.3


（３）行財政の状況
　　ア　行政の状況

　　　１）昭和３１年８月　　大河原村と槻川村が合併し、東秩父村となる。

２）昭和３６年４月　　城山保育所開設をする。
３）昭和３８年４月　　安戸簡易水道（帯沢・入山）が竣工となる。

４）昭和３９年２月　　小川町ほか５か町村衛生組合が設立される。

５）昭和４２年４月　　大河原小・大河原中を東小・東中学校に、槻川小・槻川中を西小・西中学校に校名を変更する。

６）昭和４５年８月　　役場新庁舎竣工、槻川支所を廃止する。

７）昭和４６年４月　　小川地区消防組合が設立し、構成団体となる。

８）昭和４８年４月　　比企広域市町村圏組合が設立し、構成団体となる。

　　　　　　　　　　　簡易水道拡張により清正公山浄水場が開設される。

９）昭和４９年４月　　小川地区消防組合東秩父分署ができる。

10）昭和５０年４月　　村営バスの運行を開始する。

　　　　　　　　　　　西・東中学校が統合し、東秩父中学校となる。

11）昭和５１年６月　　小川町ほか５か町村衛生組合で、ごみ処理を開始する。

12）昭和５２年４月　　村営バスが寄居駅まで運行される。

13）昭和５４年３月　　西小学校校舎が新設される。

14）昭和５５年９月　　村振興計画基本構想を策定する。

15）昭和５６年１０月　村民憲章を発表する。
16）昭和５７年３月　　村国土利用計画を策定する。

　　　　　　　　　　　東小学校校舎が新設される。

17）昭和５９年３月　　東秩父和紙振興センターを開業する。

18）昭和６０年１月　　東秩父村風土記の郷構想を策定する。

19）昭和６２年６月　　細川紙紙漉き家屋を復元する。

20）昭和６３年１２月　村づくり基本構想を策定する。

21）平成元年３月　　　村景観整備事業計画を策定する。

22）平成４年１月　　　消防組合が合併し、比企広域市町村圏組合となる。

23）平成６年４月　　　城山保育園と安戸保育園を統合し、城山保育園舎を新設する。

24）平成７年８月　　　和紙の里彫刻の森へ平和祈念碑を建立する。

25）平成１０年６月　　高齢者生きがいセンターができる。

26）平成１２年７月　　多目的グランドふれあい広場ができる。

27）平成１３年４月　　第４次東秩父村総合振興計画基本構想「和紙の里ひがしちちぶいきいき夢プラン」を策定する。

28）平成１４年３月　　西小学校白石分校が休校となる。

29）平成１６年３月　　村営バス萩平線が廃止となる。

　　　　　　　９月　　ふれあいセンター槻川ができる。

30）平成１７年５月　　東秩父村史を発刊する。

31）平成２０年３月　　槻川駐在所が移転・新築される。
32）平成２１年４月　　子育て支援センターを城山保育園内に
設置する。

33）平成２２年３月　　西小学校大内沢分校が休校となる。
34）平成２２年４月　　過疎地域に指定される。
35）平成２２年９月　　マスコットキャラクター「わしのちゃん」が誕生する。
36）平成２３年３月　　西小学校白石及び大内沢分校が廃校となる。
37）平成２３年４月　　第５次東秩父村総合振興計画基本構想
「和紙の里ひがしちちぶ元気村づくり
プラン」を策定する。
　　　38）平成２３年１１月　「花桃の里」に観光トイレを新設する。
　　　39）平成２５年２月　　村づくり提案箱を設置する。
　　　40）平成２５年４月　　東及び西小学校が合併し槻川小学校と
なる。
　　　41）平成２６年１１月　「和紙：日本の手漉き和紙技術（細川
紙）」がユネスコ無形文化遺産に登録と
なる。
イ　財政の状況

　　村の財政は、昭和３１年８月に２村が合併して以来、高度経済成長の後押しもあり財政規模は年々増加し、昭和４０年度には７６，６９４千円であったものが、昭和５０年度には７３７，０８４千円、昭和６０年度は１，２５９，０００千円、平成７年度は２，２００，０００千円と予算規模は大きく伸びてきた。しかし、平成９年度の２，４６８，０００千円を境に減少に転じ、平成１５年度は１，８２５，０００千円、平成２０年度は１，６５０，０００千円、平成２５年度は１，７８０，０００千円となり今後も厳しい財政状況に直面していくと推測される。

また、財政力指数は依然として低数値であり、村税等の自主財源に乏しく、人口減少や高齢世帯の増加により予算規模の増加は見込めない状況である。依然として地方交付税の占める割合は大きく平成２６年度決算では５２．１％を占め、依存財源に頼る財政運営となっている。
このような厳しい財政状況において引き続き産業の振興、生活環境の整備などの諸事業を実施していくためには、村民に求められる事業を精査し、長期展望に立って投資的効果を検証し、今後の財政収支を考慮しながら行政運営にあたっていく必要がある。

（表１－２（１）参照）

ウ　施設整備水準

　村道は、平成２６年度末現在延長２４７，０９５ｍであり、この中には、２．５ｍ未満の自動車交通不能区間も含まれるため、改良率１９．３％、舗装率３１．０％と整備水準は低い数値となっている。今後も引き続き村道の改良や舗装整備が必要である。

　また、水道施設、公共施設や学校施設においては、老朽化が進み今後の維持管理費の増加が見込まれ、廃止や統合を行い効率的な利用を推進してくことが求められる。

（表１－２（２）参照）

エ　今後の財政運営

　村税収入が慢性的な低下基調にある中で、国・地方を通じて厳しい財政環境のもと国・県の補助金、負担金や地方交付税等の先行きも危ぶまれ、財政をとりまく環境は引き続き厳しい状況である。

　こうしたなか、基盤整備や生活関連施設など社会資本の整備及び住民が望む新たなサービスを提供していくために、安定した財政基盤の確立、効率的な行政運営、受益者負担原則の確立、財源の計画的・重点的・効率的配分などとともに、中長期を展望した予算管理や基金・村債の適正な管理による健全な財政運営に努めるものとする。

表１－２（１）財政の状況

（単位：千円）

	区　　　分
	平成17年度
	平成22年度
	平成26年度

	歳　入　総　額　　　　　Ａ
一　般　財　源

　国　庫　支　出　金

　都道府県支出金

　地　方　債

　　うち　過　疎　債

　そ　の　他

歳　出　総　額　　　　　Ｂ

　義　務　的　経　費

　投　資　的　経　費

うち普通建設事業費

　そ　　の　　他

過疎対策事業費

歳入歳出差引額　Ｃ（Ａ―Ｂ）

翌年度へ繰越すべき財源　Ｄ

実質収入　　　　　Ｃ―Ｄ
	1,886,979
1,314,321
31,339
63,579

145,900

0

331,840
1,747,561
760,866

147,859
147,859
838,836
0

139,418
10,000
129,418
	1,889,074
1,392,118
44,318
75,678
83,900

0

293,960
1,731,276
680,012
94,742
94,742
956,522
0

157,798
12,713
145,085

	2,085,413
1,640,676
165,755
72,844
124,300

30,000
81,838
1,980,155
625,097
341,425
341,425
1,013,633
128,311
105,258
13,029
92,229

	財　政　力　指　数
公　債　費　負　担　比　率
実　質　公　債　費　比　率

※平成17年度は起債制限比率を使用
経　常　収　支　比　率

地　方　債　現　在　高
	0.256
8.8
8.1
94.4
1,195,408
	0.265
7.7
6.6
91.2
1,079,325
	0.202
7.2
1.4
88.6
1,423,379



表１－２（２）主要公共施設等の整備状況

	区　　分
	平成2年度末
	平成12年度末
	平成17年度末
	平成22年度末
	平成26年度末

	市町村道（ｍ）
　改良率（％）

　舗装率（％）

耕地１ｈａ当たり農道延長（ｍ）

林野１ｈａ当たり林道延長（ｍ）

水道普及率（％）

水洗化率（％）

人口千人当たり病院

診療所の病床数（床）
	250,784
13.7
24.2

872
36,059
81.7
―

―

―
	244,256
17.8

28.2
2,076
20,572
83.3
―

―

2
	245,770
18.9
29.5
―
23,065
97.4
―

―

2
	246,715
19.3
30.5
―
24,813
98.0
87.7
―

2
	247,095
19.3
31.0
―
25,409
97.9
88.9
―

―


（４）地域の自立促進の基本方針

　　　昭和３１年に東秩父村が誕生して以来、村では豊かな自然環境や、伝統産業としての紙漉きなど、特色を活かした村づくりを進めてきた。また、総合振興計画に基づくさまざまな事業を展開し、その結果、村道等の公共施設の整備、基幹産業である農林業の振興、和紙の里を拠点とする観光業の振興などが進んだ。

しかし、昭和４０年代以後の高度経済成長に伴い、時代の変化に対応した産業が生まれなかったことや生活環境整備の遅れなどから、若者を中心とした人口減少が続いている。加えて、バブル経済の崩壊とそれに引き続く経済の長期停滞状況は、地域産業・経済の伸び悩みとして現れ、雇用環境がいっそう厳しい状態となっている。そして過疎化に伴う少子化、高齢化および若年層が少ない人口動態は、地域活力の低下として現れている。
世界や日本の経済停滞が長引く中、こうした厳しい状況の下では、いままでにもまして、地域の特性に基づいた独自の村づくりの方向を見定め、新しい手法を開発し、果敢に実践していくことが不可欠になっている。すなわち、国全体の元気がなくなりつつある中で、人、自然、経済を“元気”にすることが、これからの村づくりの基本になるといえる。そのためには、地域の資源や可能性を徹底的に掘り起こすとともに、それらを結びつけ、有効に活用していく地域経営の能力を高めていくことが必要である。

　このような現状を踏まえ「東秩父村過疎地域自立促進計画」の策定にあたっては、国土形成計画や埼玉５か年計画、第５次東秩父村総合振興計画、東秩父村まち・ひと・しごと創生総合戦略を始め、各種計画との整合性を十分考慮する。また、地域づくり懇談会等の開催など住民参加による行政運営を推進し、今後も引き続き生活環境の整備、産業基盤の整備、福祉の増進など諸事業を実施し、子どもからお年寄りまでが、住んでよく、訪ねてよい、誰もが元気な村づくりを進めていく。

　　　基本的な諸施策を次のとおり設定する。

①　産業の振興については、村の重要な産業である農林業の充実発展は欠かせず、自然環境を保全するうえでも、農林業の振興は必要である。国の新しい農林業振興策を積極的に活用しながら、農業の多面的機能を自覚できるように、家庭や学校、あるいはコミュニティ活動などにおいて、農林と親しむ活動プログラムを用意するなど農林業の振興を図る。

今後、村が厳しい時代の中で新たな未来を切り開いていくためには、高齢化が進む中で、若い世代の定着を図ることが必要である。そのためには、たとえ小規模であっても、地域に根ざす多様な産業を支援・育成する施策が不可欠である。また、企業誘致は依然として難しい状況にあるが、村の環境に適した企業進出の受入れは積極的に推進し、雇用機会の増大を促進する。
また、村には「和紙の里」という観光交流拠点があり、近隣の集客施設との競合のなかで、苦戦を余儀なくされていたが、平成２６年度に「日本の手漉き和紙技術」がユネスコ無形文化遺産に登録されたことを契機に、多くの人たちが訪れるようになった。この好機を活かすために、和紙の里施設整備を積極的に行い、活性化に向けた方策展開を促進する。一方では、村内各所で地域の資源や特性を活かした観光の試みが取り組まれている。村においても、このような観光事業の取組を推進し、地域の自立促進に向けた対策を講じるとともに、役割を終えた分校校舎など、地域の各種施設のさらなる有効活用を図り、魅力ある環境づくりに努めていく。
②　交通通信体系の整備及び情報化については、住民生活及び産業の基盤として重要であり、今後の村の活性化に大きく影響するものである。交通網の整備では、今後も村道及び橋梁の整備に努め、生活基盤を整える。また、高齢者や子どもたちの移動手段を確保するために、村営バスや有償運送等の組織・運営等を検討し、さらなる充実を図る。

地域間交流については、人口減少や高齢化が急進しており、公共交通の維持・確保を図り、村の中心部にハブバス停留所を設置する。
③　生活環境の整備では、簡易水道の安定供給、合併処理浄化槽の普及を図り、安心して生活できる環境整備を構築する。
　　また、平成２７年度をもって廃校となる旧西小学校校舎について、耐震基準を満たしておらず、耐震補強も施行していないため、安心な生活の阻害となることから、解体撤去を促進する。

④　高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進については、高齢者が増える中、安心できる生活環境を整備するため、画一的なものではなく、地域の特性に合った効率的な仕組みを編み出すことが必要であり、医療・福祉の充実、教育や産業の振興、交通ネットワークの整備などの総合的な対策を追求し、基盤整備を促進する。
また、安心して子どもを産み、育てることのできる環境を整え、少しでも子どもたちの数を増やすとともに、高齢者が元気に長寿を楽しめるような村づくりを努める。
⑤　医療の確保では、無医村の現況を打破するため、医療関係機関と連携するなどの医師確保対策を行う。また、保健師などの人員および保健福祉施設の充実を図り健康増進、予防活動を強化する。

⑥　教育の振興については、学校教育施設の整備及び社会体育施設等の施設整備を努める。また、今後、児童及び生徒数の変化に伴い、小中一貫教育も視野に入れた学校教育の充実や環境整備を図る。

⑦　地域文化の振興については、環境に対する人々の関心が世界的に高まっている現在、恵まれた自然を守り、また持続的に活用することが、大きな課題となっている。豊かな自然である美しい山と川が織り成す環境、そして個性ある地域文化の保存、継承を促進し、村民の誇りと愛着を高める施策を展開していく。
⑧　集落の整備では、人々が集い、交流する機会を広げる「小さな拠点」の整備を推進する。また、若い世代を中心に村の伝統や慣習などに馴染みのない人たちも増えている。村ならではの優れた伝統や文化を保全すると同時に、新しい生活様式や生活観も十分に尊重した、新しいコミュニティづくりを推進する。
⑨　その他、地域の自立促進に必要な諸施策を実施していくものとする。

（５）　計画期間

　　　　本計画は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５か年間とする。

２．産業の振興
（１）　現況と問題点

　　ア　農林水産業

昨今の厳しい経済動向の中で、第１次産業の就労者が減り、後継者不足による高齢化が進んでいる。村内には遊休農地が点在しており、その解消のために、農道、用水路等の整備や、遊休農地地権者と利用者との有効活用の促進に力を注ぐ必要がある。また、自然環境や地域特性を生かした村独自の農林業を再構築していかなければならない。

耕作地においては、山間地に点在する畑が多く、また傾斜地のため生産性に乏しい。一方で、観光みかん園には多くの摘み取り客が訪れるほか、花桃は鑑賞用花として出荷され、近年は開花の時季には多くの観光客が訪れている。

　　　　生産が小規模である特性を踏まえ、観光などと結びつけ消費者と生産者が直接的に交流する形態の農業を振興するとともに、地域の文化や伝統を保持する役割も担う必要がある。

　　　　林業は、森林管理道を開設し、管理を積極的に実施しているが、木材価格の低迷により育林家にとっては厳しい状況にある。また、今後相続等により地権者の同意を得るのがますます困難になり、国庫事業の補助率などの低下により村の負担が増える状況にある。

　　　　枝打ち、間伐については、補助事業を導入し推進しているが、土地の境界が確定できないため時間を費やしている。事業箇所を団地化するなど、改善を図る必要がある。

水産業においては、槻川の水源にもなる沢等を利用した漁業を行っており、地域の活性化に努めている。

　　イ　商　工　業

　　　　村内には、家族経営等による小規模な工場が多い。バブル経済の崩壊後は、長期的な経済不況に伴う経営の合理化の促進による工場の集約、海外移転などにより、厳しい状況にある。近年、近隣自治体に自動車工場が進出したことから、関連企業の誘致等が期待されている。
　　　　村内の商店は、食料品などが中心である。近年は近隣自治体への大型店の出店に伴い、村内で買い物をする人が減少しており、商店数も減少傾向にある。一方、交通手段を持たない高齢者は、買い物をすることが困難な状況である。

　　ウ　観光またはレクリエーション

細川紙の紙漉きの技術を保存・継承するとともに、今に生きる文化として育てようと建設された「和紙の里」は、村の一大観光拠点として、多くの観光客が訪れている。村では、コミュニティの活性化に向けて毎年５月に全村をあげて「和紙の里文化フェスティバル」を開催している。和紙の里のイベントは平成２７年度で３０回を迎え、地域住民の参加をはじめ多く来客者が訪れているが、来場者の満足度をさらに高めるためには、食と土産品の充実などが課題となっている。

その他にも、村内には「白石キャンプ場」「秩父高原牧場」など、多くの観光資源がある。また、みかん園などの観光農園や花桃の郷などにも多くの観光客が訪れている。近年は、新たにアジサイ、ツツジなどが植栽され、地域住民による花の名所づくりも盛んである。

しかしこれらの花の名所は、道路、公衆トイレ、案内板・サイン板などといった基盤が未整備のため、観光客が集中する時季には交通渋滞等を招くなどの課題がある。今後は、より多くの来訪者を迎えるために基盤整備を進めるとともに、管理組織の設置、観光客を受け入れる際の接遇の向上など、地域住民と行政の協働で観光資源として活用するための取り組みが必要になる。また、宿泊施設や魅力的な飲食店や土産品が少ないなど観光客の流入が地元経済の活性化に結びついていないのも現状である。

（２）　その対策

　　ア　農林水産業

　　　　耕作放棄される農地は年々増加する傾向にあるが、有効な対策が講じられているとは言えない。今後は農業委員会を中心とする対策組織により、効果的な遊休農地解消事業を展開する。また、遊休農地化に歯止めをかけるため、農道や用排水路などを整備する。
　　　　担い手不足を解消するために、団塊の世代とＵ・Ｉターン者、退職者等の就農を視野に入れ、対象者向けの農業研修プログラムを促進する。栽培技術の向上及び消費者の求める農作物の選定、作付けを行うことで、農業への新規参入者の増大を図る。

　　　　林業については、既存の森林管理道の管理体制を強化し、育林家の負担軽減と生活活動の効率化を努める。災害の未然防止の観点から治山事業を推進し、森林の保養機能を活用するために、森林散策路の整備をはじめ、森林と親しめる環境づくりに取り組む。

イ　商　工　業

　　　　就労の場を確保するために、道路、通信網等の工場立地基盤を整備し、環境に配慮した工場の誘致を促進する。

商工会の組織強化に努め、経営指導力、情報受発信能力を高めるとともに、各種融資制度や会員・企業に関する情報提供力を強化し企業を支援・促進する。

ウ　観光またはレクリエーション

　　　　本村の中心的な観光施設である「和紙の里」の活性化を図るため、和紙の里バスハブ化構想による施設整備を進め、村の生活の拠点を構築する。
　　　　また、和紙の里敷地内に農産物直売所の移転やコンビニの誘致なども視野に入れるなど、一体型の観光施設を目指す。
　　　　観光客の満足度対策については、観光トイレの新築や更新を行い、観光客が気兼ねなく観光できるよう満足度の向上を図る。
（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	１　産業の振興
	(1)農業の振興
　 施設整備

(2)観光またはレクリエーション
	①農業施設更新
　魚道設置
　水路・石積改修

①和紙の里施設整備
　既存施設改築・改修
　駐車場舗装
②観光トイレ整備
　トイレ新築・更新
	村
村

村
	


３．交通通信体系の整備、情報化および地域間交流の促進

（１）現況と問題点

　　ア　県道・村道

　　　　村内には、熊谷小川秩父線、坂本寄居線、三沢坂本線の３本の県道が通っている。県道については、改良が進んでいない箇所も多い状況であるため、県に要望し徐々に整備が進んではいるが、予算の制約から進捗に時間がかかっている。

　　　　村道については、改良・舗装整備等を進め適宜修繕を行っており、早急な対応に努めている。また、村民の安全を確保するために、防犯灯等の設置、管理の充実を図っている。
　　イ　林道

森林管理道を開設し、管理を積極的に実施しているが、木材価格の低迷により育林は厳しい状況にある。また、森林整備が不足することにより、地権者ごとの境界確認が難しくなるとともに、相続等により同意を得ることがますます困難になっている。
　　ウ　地域間交流
　　　　村では、村営バス、民間路線バス、公共交通空白地・福祉有償運送によって形成されているが、人口減少や高齢化が急進するなか、公共交通の維持・確保と機能の向上の必要がある。このような中、平成２６年度において、「東秩父村地域公共交通網形成計画」を策定したところである。
エ　過疎地域自立促進特別事業

　　　　　　今日の情報化社会において、本村においてもホームページの更新、タブレットの活用等により整備されてきているが、村民や商工会・ＪＡなどの民間団体との連携が必ずしも強固となっていない。このことから、村民・企業・行政において情報の共有化を促進することにより、さらに連携を強化するとともに、高度情報通信網を活用し、地域の特性を生かした魅力ある村づくりを進める必要がある。

　　　　　　また、村内には、寄居線（和紙の里と寄居駅前間）の村営バスと、小川町駅と皆谷・白石間の民間バスが運行している。路線バスは地区唯一の公共交通機関であり、高齢者や児童・生徒など交通手段を持たない村民はもとより、観光客にとっても重要な役割を果たしている。しかし、自家用車等の普及により、バス利用者は年々減少傾向にある。今後は、公共交通の確保としてバスハブ化構想を実現し、村民と観光客の交通手段の確保の推進を行う。
（２）その対策

　　ア　県道・村道

　生活に密着した道路を中心に、未改良や危険度の高い道路について、計画的に整備する。県道については、未改良箇所や歩道未設置箇所の整備促進を県に要望する。

　村民の日常生活に直結する既存村道については、舗装修繕や排水施設等の機能改善等、適正な維持管理を推進する。また、未登記路線についても、計画的に解消に努める。
　　イ　林道

　　　　既存の森林管理道の管理体制を強化し、育林家の負担軽減と生活の効率化を図る。

　　ウ　地域間交流
　　　　村の中心部にハブを設置し、輸送効率の向上による住民の生活利便性向上や観光客の誘客による経済効果を促進する。観光客に多く乗客してもらうことで、地域の公共交通を確保することができる。
エ　過疎地域自立促進特別事業

　　　　　　現在和紙の里から寄居駅前まで運行している村営バス及び白石から小川町駅まで運行している民間バスの運行継続に努めるとともに、村営バスと民間バスを一本化することにより、サービスの向上を図ることも検討する必要がある。
（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	　２　交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進
	(1)村道
　道　路

橋　梁
(2)地域間交流
(3)過疎地域自立
促進特別事業
	①坂本線（新設）
２－６号線・２２８８号線
　　L＝350ｍ、W＝3.0ｍ

②２４１７号（中ノ反）線
　（改良）
　L＝200ｍ、W＝4.0ｍ

①橋梁改良設計（５橋）
②１－１号　陣川橋（改良）
③１－２号　坊庭橋（改良）
④１－４号　梅田橋（改良）
①ハブバス交通拠点整備
　和紙の里停留所
①公共交通運行経費
　民間バス助成
	村
村

村

村

村

村

村

村
	


４．生活環境の整備

（１）現況と問題点

　　ア　水道施設

　　　　飲用水を安定供給するために、昭和３８年に簡易水道施設が安戸（帯沢・入山）に整備された以後、村内各地の浄水場を整備してきた。近年は施設の老朽化が進んでおり改修が必要である。また、浄水場等の施設数が多く、その維持管理に多額の経費を要しており、経費節減のために、施設の統合を検討する必要がある。

　　

　　イ　環境衛生

　　　　生活排水処理については、平成１５年度から合併処理浄化槽促進事業を展開し、自然環境の配慮、河川の浄化を促進している。

　　　　人口に対する生活排水処理別の割合は、合併処理浄化槽が４７．２％、単独処理浄化槽が４１．６％、非水洗化人口１１．２％となっている。村内の半数を占める単独処理浄化槽世帯は、当事者が日常生活を不便に感じないため、合併処理浄化槽への転換に対する理解を得にくいのが実態である。非水洗化世帯は高齢者世帯が多く、将来に対する投資に積極的になれないのが実情である。

　　　　ゴミ処理に関しては、東秩父村他、小川町、嵐山町、滑川町、ときがわ町により構成される小川地区衛生組合により行われている。ゴミの焼却炉の老朽化により、分別による減量化や処理能力の分析などについて、衛生組合とその構成自治体で協議し、事業を推進する必要がある。

村独自としても、住民・事業者・行政が一体となって、再使用、再利用を基本とした環境にやさしい快適な地域社会の実現を目指し、ごみ発生の抑制や再資源化等に取り組んでいる。また、地域を主体とした環境美化活動を推進し、環境保全に対する住民意識の高揚を図るとともに、清掃ボランティア活動を実施している。一方、ゴミの不法投棄は無くならない状況であり、法による規制強化、地域住民への協力要請、現行不法投棄監視員による監視活動を継続し、不法投棄の未然防止と不法投棄されている廃棄物の撤去などの対策を図る必要がある。
ウ　消防防災・救急

消防団は自営業者を中心に組織づくりに取り組んできたが、近年自営業が衰退し、ほとんどがサラリーマン団員となり、村内の消防活動は厳しい状況である。団員確保には、企業への協力要請や地域のボランティア活動としての特別措置を図るなど、募集形態・地域消防のあり方等を変えていく必要がある。また、人口減少に対応して、組織再編を行うなど転換の時期に来ている。
　エ　過疎地域自立促進特別事業
　　　　児童数の減少が年々進行しており、平成２５年度に村内２つの小学校（東小学校、西小学校）が合併し、東小学校を活用した槻川小学校となった。旧西小学校校舎については、休校となっており平成２７年度をもって廃校となるが、耐震基準を満たしておらず、耐震補強も施行していないため、安全な生活への阻害となることが懸念される。

（２）その対策

　　ア　水道施設

　　　　安全な生活用水を安定供給するため、浄水場ごとの水質検査の継続と施設の維持管理の充実を図る。なお、老朽化した施設による効率的な水道水の供給・運営を行うため計画的な施設の統合、廃止に努める。
イ　環境衛生

　　　　河川の水質の保全や生活環境を守るために、水質汚濁防止法に基づき、生活排水対策を計画的に進める。合併処理浄化槽については、河川上流部の関係自治体が一体となり、特定地域生活排水事業による合併処理浄化槽の整備を計画的に推進する。浄化槽法に基づく生活排水の適正な管理を行うとともに、市町村設置型以外の浄化槽を設置している住民に対する指導・啓発活動を行う。
　　　　環境に配慮した循環型社会の構築を目指して、地球環境に負荷を与えない村づくりを行う。特に、高齢者の多い村全体で取り組める施策（分別収集の徹底、見守り訪問を兼ねた高齢世帯への戸別回収の実施など）を実施し、リデュース・リユース・リサイクルの推進に努め、環境保全を図る。
　　ウ　消防防災・救急

　　　　人員、車両等消防設備については、「比企広域市町村圏組合消防計画」に基づき進めていく。また、消防団員の実態を把握し、現状に合った組織体制に見直す。
　　エ　過疎地域自立促進特別事業
　　　　平成２７年度をもって廃校となる旧西小学校校舎について、耐震基準を満たしておらず耐震補強も施行していないため、安心な生活の阻害となることから解体撤去を促進する。

（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	３　生活環境の整備
	(1)水道施設
　 簡易水道

(2)下水処理施設

　 その他

(3)過疎地域自立促進特別事業

	①入山浄水場小型浄水処理
　装置設置
②帯沢浄水場配水池増築
　増設100㎥

③西地区送水ポンプ場更新
④清正公山浄水場濾過流量
　調節機器更新
⑤白石・清正公山配水池水系
　連絡管布設替
　L＝755ｍ
①一般家庭への合併処理浄化槽の整備

　合併処理浄化槽
（市町村設置型）設置
①廃校舎解体撤去事業
	村
村

村

村

村

村

村
	


５．高齢者等の保健と福祉の向上および増進

（１）現況と問題点

　　ア　高齢者等の保健・福祉

　　　　平成２２年国勢調査による高齢者の割合は３１．６９％であり、年々増加している。また、核家族化の進展等に伴い高齢者のみの世帯も今後ますます増加する傾向にあり、高齢者の実態の把握や将来を予測した対策をする必要が重要となっている。

　　　　

　　イ　児童福祉

　　　　平成２６年度に「子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子どもたちが、安全に安心して育つことのできる体制の整備を進めている。

　　　　また、低年齢児及びその保護者等の集いの場や相談を行う子育て支援センター「ぽっぽの城」を開設した。平成２２年度には、一時的に家庭での保育が困難になるような場合の対応、育児不安や解消や負担軽減ができるよう、１歳児から小学校就学前児童を対象とした一時保育事業を取り入れた。

　　　　小学校の児童では、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後、安心・安全に過ごせる場を確保するため、平成１５年度より運営が開始された公設民営の「和紙の子児童クラブ」を充実する必要がある。利用児童の状況など、小学校と運営団体との情報交換や連絡調整を積極的に行う必要がある。

　　　　

ウ　過疎地域自立促進特別事業
　高齢化の進行や単身世帯の増加が進む中で、安心して生活できる環境を整備することが重要である。
一方、高齢者の生活の充実を図るため、村単費用で配食サービスを週２回、１食当たり５００円（うち、２５０円を助成）で実施している。移送サービスについては、ＮＰＯ法人等による福祉及び過疎地有償運送事業により、村内在住の原則６５歳以上の会員を対象に実施されている。このことにより、移動困難者である高齢者及び障害者等の通院や買い物等、日常生活の利便性が図られている。今後も維持継続するとともに、事業の拡充に向けた取り組みが必要である。
（２）その対策

　　ア　高齢者等の保健、福祉

　　　　単身高齢者の安全を確保するために、緊急通報システムの設置を推進し、多方面からの支援ができるシステムの構築を目指す。

　　イ　児童福祉

　　　　子どもたちが健やかで幸せな生活が送れるように、子育て環境や施設の整備を図る。「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、生活実態に即した保育体制の見直し、管外保育委託の活用、施設の改善等、保育環境の充実に努める。

　　　　児童の健全育成と安全を確保するため、引き続き「放課後児童健全育成事業」を推進するとともに、「和紙の子児童クラブ」の活動を支援する。

　　　　また、児童虐待防止とともに、要保護児童対策については、各種機関と連携して、児童家庭相談体制を強化するとともに、要保護児童対策に取り組んでいく。

　　ウ　過疎地域自立促進特別事業

　　　　高齢世帯や単身世帯が、安心して生活できる環境を整備するため、宅内にＩＰ告知端末を整備し、村からの情報提供や個人の状況等の把握を行えるシステムを構築する。
　さらに、高齢者向け配食サービスに対する補助を継続するとともに、移送サービス等、さまざまな生活支援策を追求する。
（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	４　高齢者等の保健及び福祉の向上及び促進
	(1)児童福祉施設
保育園
　 学童保育施設
(2)過疎地域自立促進特別事業
	①園舎施設整備
①学童保育施設整備
①高齢者世帯IP端末
(テレビ電話)の整備

②配食サービス

③生活サポート


	村
村

村

村

村
	


６．医療の確保

（１）現況と問題点

　　　　村には、槻川診療所及び槻川診療所安戸分院が併設されていたが、平成２６年度に無医村となった。今後村民への医療サービスをどのように確保するか、関係機関とともに検討する必要がある。

　　　　また、こども医療費拡充などを行ってきたが、これからも医療費負担の軽減を図るための支援が求められている。

（２）その対策

医療関係機関との連携を深め、医療の確保と救急体制の充実を図る。保健センター機能を充実させ、健康づくり事業等を推進する。医師会や保健所との連携を深め、医療情報の提供を受け、村民の健康づくりに役立てる。
また、こども医療費拡充について、現在では中学３年生までを無料化対象としているが、さらなる福祉の向上を図るため、対象者を高校３年生までに拡充することも検討する。
（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	５　医療の確保　
	(1)過疎地域自立促進特別事業

	①こども医療費の拡充
中学生までの医療費無料化
高校生までに拡充
②医師確保対策


	村
村
	


７．教育の振興

（１）現況と問題点

　　ア　教育の振興

　　　　児童数の減少に伴い、平成１４年度に白石分校、平成２２年度に大内沢分校、平成２５年度に西小学校が休校となり、現在開校しているのは槻川小学校と東秩父中学校のみである。それぞれの校舎は、槻川小学校は昭和５７年、中学校の校舎は昭和５０年の建設であり、老朽化が進んでいたが、小学校は、平成２３年度に木質化を行った。また、中学校についても、平成２２年度に耐震補強、平成２５年度に木質化を行っている。
情報化や国際化が進む中で、複雑で多様な新しい時代に自ら適応し、たくましく生きる個性豊かな子どもを育てることが求められている。また、村の豊かな自然環境や伝統・文化を活かした、個性的で特色のある教育も必要である。

　　イ　集会施設、体育施設、社会教育施設

昭和５６年度に整備された「コミュニティセンターやまなみ」を社会教育の拠点としているが、村民のニーズに合った教育内容を目指すためには、施設等の整備や機材の充実を図る必要がある。
屋外運動施設であるふれあい広場は、平成１２年度に整備され野球を中心に多くのスポーツの場として利用されている。また、平成元年に整備されたテニスコートは、平成２６年度に全天候型に改修され、若い世代の利用が盛んである。なお、村内には総合体育館がないため、各学校の体育館を利用し活動している。村民の幅広いスポーツ活動の場を提供するため、既存のスポーツ施設の適正な維持管理に努め、誰もが気軽にスポーツに親しめる環境づくりが必要である。
　　
　　ウ　過疎地域自立促進特別事業
　　　　小学校と中学校がそれぞれ１校ずつとなり、小中一貫教育を視野に入れた学校教育の充実を図る必要がある。
（２）その対策

　　ア　教育の振興

「生きる力」を育むことを目指し、確かな学力、豊かな心、健やかな身体の育成に努めるため、児童・生徒数の減少に対応した学校教育の充実を図る。

小中学校校舎及び屋内運動場の照明のＬＥＤ化を行う。また、自然体験や生活・職業体験を重視し地域に開かれた学校づくりを推進する。
国際化が進展する社会に対応できるよう、国際理解教育を進めるとともに、英語の基礎能力を培うため、外国語指導助手の活用を図る。
いじめや不登校、問題行動などの課題の解決に向け、児童・生徒や保護者が適切な教育相談を受けることができるよう、さわやか相談員の配置など相談体制を強化する。

　　イ　集会施設、体育施設、社会教育施設

村民のための地域スポーツの拠点であるふれあい広場の整備充実を図り、健康づくりとスポーツを楽しむ活動の中心として機能を強化する。また、学校施設をスポーツ団体が利用するために、今後とも村民に広く開放することで、生涯スポーツ活動の充実を図る。
安全なスポーツ活動を推進するために、既存スポーツ施設の適正な維持管理とともに、必要な施設の改修を行う。
　　ウ　過疎地域自立促進特別事業

　　　　小中一貫教育の視点から、児童・生徒の情報を小中学校で共有できる教育情報システムを構築し、児童・生徒数の減少に対応した教育環境の整備を図る。
（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	６　教育の振興　
	(1) 学校教育関連
施設
　 校舎
　 屋内運動場

(2) 集会施設、体育
施設等
体育施設

(3) 過疎地域自立
促進特別事業


	①ＬＥＤ照明入替
小中学校

②環境整備
　小中学校

①体育施設整備
①教育情報システム構築
	村
村

村

村


	


８．地域文化の振興等

（１）現況と問題点

地域文化の向上発展は、豊かかつ個性ある地域づくりを進める上で必要不可欠なことである。地域の伝統文化である獅子舞、神楽、神送り等地域の人びとによって受け継がれているが、後継者不足などから継承が難しい状況にある。

指定文化財管理については、老朽化により建造物の補修・修繕が必要であり、維持管理の充実により歴史と文化を後世に伝えなければならない。
（２）その対策

地域の郷土芸能や年中行事である獅子舞、神楽、神送り等の伝統文化は地域文化の振興のほかに、青少年育成などの教育面からも重要な資源であり、保護保存・継承に努める。このため、発表の場や機会の提供、参加の促進により、地域の暮らしに根ざした地域文化としての振興を図る。
指定文化財に関しては、既存の収蔵庫の整備や新たな収蔵庫を設置し適正な管理に努めるとともに、地域住民に文化財を身近に感じ、理解と認識を深めるために、指定文化財の標柱・説明板設置を計画的に進める。

（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	７　地域文化の振興等
	(1)地域文化振興施設等
　地域文化振興施設


	①文化財収蔵庫内空調設備設置
②文化財資料収蔵施設設置

	村
村


	


９．集落の整備

（１）現況と問題点
　　ア　過疎地域集落再編整備
　　　　人口減少や高齢化が進み、商店や診療所など、日常生活に必要なサービスが身近な地域から徐々に失われている。また、生活サービスが地域の中でばらばらに点在し、公共交通も不便であり、地域の未来を受け継ぐ若者がいなくなり、コミュニティが失われる不安が広がっている。
　　イ　過疎地域自立促進特別事業
平成２４年度において、各行政区単位で「地域づくり計画」を策定した。平成２５年度以降、この地域づくり計画に沿った事業を展開し、村民が一体となり地域活性化に取り組んでいる。今後も、地域づくり計画の事業実施・計画策定においては、地域住民の自主性や地域の個性を十分に尊重しつつ、行政として適切な支援をする必要がある。

（２）その対策
　　ア　過疎地域集落再編整備
　　　　小学校区など、複数の集落が集まる地域において、商店、診療所などの生活サービスや地域活動の施設を歩いて動ける範囲でつなぎ、各集落とコミュニティバスなどで結ぶことで、人々が集い、交流する機会を広げる「小さな拠点」の整備を推進する。
　　イ　過疎地域自立促進特別事業

地域住民と行政が協働して、地域ごとに地域の特性、歴史、文化等を生かした地域づくり計画に沿った事業について、継続して支援を行う。また、今後のコミュニティづくりと村づくりの土台となる事業を目指す。さらに、住民の自治能力を高めるとともに、住民の提案に基づく新しい村づくり活動を推進する。

地域防災、地域福祉等を視野に入れた地域住民のコミュニティ活動を積極的に支援する。同時に固定化している地域活動、役員の役割等の見直しを進め、必要に応じて活動団体の整理・統合を行っていく。
（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備考

	
	
	
	
	

	８　集落の整備　

	(1)過疎地域集落
再編整備
(2)過疎地域自立
促進特別事業
	①「小さな拠点」整備
①地域づくり事業サポート
　事業実施・計画策定
	村
村
	


１０．その他地域の自立促進に関し必要な事項

（１）現況と問題点

高齢化の進展や転出者の増加に伴い、田・畑・山林などに人の手が入らなくなり、不在地主も増えつつある。土地利用の安定と正確な管理を行っていくことが重要であり、早急に地籍調査を実施し、土地の境界を明確にする必要がある。

（２）その対策

国土調査法に基づく地籍調査を早期に実施し、土地の境界を明確にし、土地利用の安定を確保する。

（３）事業計画（平成２８年度から平成３２年度）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	

	
	
	
	
	

	９　その他地域の自立促進に関し必要な事項

	(1)地籍調査

	①地籍調査
	村

	


東　秩　父　村　過　疎　地　域　自　立　促　進　特　別　事　業
	事業計画（平成２８年度～３２年度）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	自立促進

施策区分
	事　　業　　名

（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業
主体
	備　考

	
	
	
	
	

	２　交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進
	①公共交通運行経費
	①公共交通運行経費

現在運行している民間バスの維持継続に努めるため、運行経費の助成を行う。

（事業効果）

　児童・生徒の通学や高齢者等の交通弱者の移動手段の確保が図られるとともに、村を訪れる観光客やハイキングの交通網としての機能が維持される。


	村
	

	３　生活環境の整備
	①廃校舎解体撤去事業
	①廃校舎解体撤去事業
　平成２７年度をもって廃校となる旧西小学校校舎について解体撤去を行う。

（事業効果）
　旧西小学校校舎については、耐震基準を満たしておらず、また耐震補強も施行していないため危険であることから、安全な生活への阻害を取り除く。
	村
	

	４　高齢者等の保健及び福祉の向上及び促進
	①高齢者世帯ＩＰ端末の整備

②配食サービス

③生活サポート
	①高齢者世帯ＩＰ端末（テレビ電話）整備

高齢者世帯や老人世帯に対し、宅内ＩＰ端末機（テレビ電話）を整備し、村からの情報提供や個人の状況等の把握を行い、安心して生活できる環境を整備する。

（事業効果）

　高齢者等が情報収集や災害や緊急事態での即時対応が可能となり、安全・安心な生活をすることができ、高齢者同士のコミュニケーションづくりの拡大が図られる。

②配食サービス

　高齢者等に対し、週２回の配食サービス１回５００円の半額を補助する。
（事業効果）

　高齢者等の食生活の安定・充実が図られるとともに、訪問することにより、情報交換や相談の場としても活用される。

③生活サポート

　ＮＰＯ法人ふれあいやまびこ会による福祉有償運送事業での障害児（者）に対して助成を行う。１時間当たり費用２，８５０円のうち２，５５０円を補助し、自己負担は３００円で利用できるようにする。

（事業効果）

　移動困難な障害児（者）の生活支援を行い、日常生活の利便性を図る。

	村
	

	５　医療の確保
	①こども医療費の拡充
②医師確保対策
	①こども医療費の拡充

中学３年生までのこども医療費無料化について、継続して実施することとする。また、対象範囲を拡充し高校３年生までとすることも検討する。
（事業効果）

　少子化が進む中で、安心して医療機関を受診できる体制を整え、家庭の医療費負担の軽減を図る。

②医師確保対策
　村内唯一の診療所が、平成２６年１２月で閉所となり「無医村」となっているため、開業または近隣の医療機関に診療支援等をいただき医師派遣等の確保を行う。
（事業効果）
　初期医療を担う診療所として、専門的医療の提供と地域医療の充実を図る。
	村
	

	６　教育の振興
	①教育情報システム構築
	①教育情報システム構築
　小中学校における、小中一貫教育の視点から児童・生徒の調査表等を小中学校で共有できる教育情報システムを構築する。
（事業効果）
　「学習管理」「教材管理」「校務管理」等の機能を一元化することにより、児童・生徒一人ひとりの理解度や弱点に応じたきめ細やかな教育環境の充実を図る。
	村
	

	８　集落の整備
	①地域づくり事業サポート
	①地域づくり事業サポート

地域住民が将来のあり方を展望し、地域内のコミュニティ振興を図り地域づくり計画を作成するための進め方や取組を支援する。組織体制づくり・計画内容・計画書作成及び取組等を検討し、地域でできることは地域で行い村の事業として予算化するなど地域の声を行政に反映する。また、計画に沿った事業展開に対する補助を行う。
（事業効果）

　地域の活動を促進し、地域と行政が一体となった村づくりの基盤体制をつくる。


	村
	

	９　その他地域の自立促進に関し必要な事項
	①地籍調査
	①地籍調査

地籍調査担当職員の配置や業務委託を活用し、地籍調査を進める。

（事業効果）

　土地の境界を明確にすることにより、土地利用の促進を図る。


	村
	


東　秩　父　村　過　疎　地　域　自　立　促　進　計　画　参　考　資　料
	1 事業計画（平成２８年度～３２年度）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	１　産業の振興
	(1)農業の振興
　 施設整備

(2)観光又はレクリエーション


	①農業施設更新
　魚道設置
　水路・石積改修

①和紙の里施設整備
　既存施設改築・改修
　駐車場造成・舗装

②観光トイレ整備
トイレ新築・更新

	村
村

村
	30,000
400,000

40,000
	250,000

	100,000
20,000
	50,000
5,000
	30,000
7,500
	7,500
	

	
	小　　計
	
	
	470,000
	250,000
	120,000
	55,000
	37,500
	7,500
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	２　交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進
	(1)村道
　 道　路

橋　梁

(2)地域間交流

(3)過疎地域自立促進特別事業
	①坂本線（新設）
　２－６号線
　２２８８号線

　L＝350ｍ、W＝3.0ｍ

②２４１７号（中ノ反）線
（改良）

　L＝200ｍ、W＝4.0ｍ

①橋梁改良設計（５橋）

②１－１号　陣川橋（改良）

③１－２号　坊庭橋（改良）
④１－４号　梅田橋（改良）

①ハブバス交通拠点整備

　和紙の里停留所

①公共交通運行経費

　民間バス助成
	村
村

村

村

村

村

村

村
	30,000
50,000

25,000

13,000

8,000
2,500

125,000

40,000
	35,000
15,000
75,000
8,000
	15,000
10,000
50,000
8,000
	3,000
8,000
	5,000
8,000
2,500
8,000
	25,000
10,000
8,000
	

	
	小　　計
	
	
	293,500
	133,000
	83,000
	11,000
	23,500
	43,000
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	公共交通運行経費
	村
	40,000

	8,000

	8,000

	8,000

	8,000

	8,000

	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	公共交通運行経費
	村
	40,000
	8,000
	8,000
	8,000
	8,000

	8,000

	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	３　生活環境の整備
	(1)水道施設
　 簡易水道

(2)下水処理施設

　 その他
(3)過疎地域自立促進特別事業

	①入山浄水場小型浄水処理
装置設置
②帯沢浄水場配水池増築
　増設100㎥
③西地区送水ポンプ場更新　
④清正公山浄水場濾過流量
調節機器更新
⑤白石・清正公山配水池水系連絡管布設替
　L＝755ｍ

①一般家庭への合併処理浄化槽の整備

　合併処理浄化槽
（市町村設置型）設置
①廃校舎解体撤去事業
	村
村

村

村

村

村
村
	60,000
130,000

16,000

12,000

35,000

80,000
75,000
	6,000
7,000
16,000
75,000
	10,000
6,000
7,000
16,000
	60,000
6,000
7,000
16,000

	70,000
7,000
16,000

	60,000
7,000
16,000

	

	
	小　　計
	
	
	408,000
	104,000
	39,000
	89,000
	93,000
	83,000
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	廃校舎解体撤去事業
	村
	75,000
	75,000
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	廃校舎解体撤去事業
	村
	75,000
	75,000
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	４　高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進
	(1)児童福祉施設
   保育園
学童保育施設
(2)過疎地域自立促進特別事業
	①園舎施設整備
①学童保育施設整備
①高齢者世帯ＩＰ端末
（テレビ電話）の整備

②配食サービス

③生活サポート

　
	村
村

村

村

村
	450,000
57,000

90,000

7,500

20,000
	1,500
4,000
	45,000

1,500

4,000
	25,000

15,000
1,500

4,000
	50,000
32,000

15,000
1,500

4,000
	400,000
15,000
1,500

4,000
	

	
	小　　計
	
	
	624,500
	5,500
	50,500
	45,500
	102,500
	420,500
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	高齢者世帯IP端末整備

配食サービス

生活サポート
	村

村

村
	90,000

7,500

20,000
	1,500
4,000
	45,000
1,500

4,000
	15,000

1,500

4,000
	15,000

1,500

4,000
	15,000

1,500

4,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	高齢者世帯IP端末整備

配食サービス

生活サポート
	村

村

村
	90,000
7,500

20,000
	1,500

4,000
	45,000
1,500

4,000
	15,000

1,500

4,000
	15,000

1,500

4,000
	15,000

1,500

4,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	５　医療の確保
	(1)過疎地域自立促進特別事業

	①こども医療費の拡充
　中学生までの医療費無料化
　高校生までに拡充
②医師確保対策
	村
村
	47,500
60,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	

	
	小　　計
	
	
	107,500
	21,500
	21,500
	21,500
	21,500
	21,500
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	こども医療費の拡充
医師確保対策
	村
村
	47,500
60,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	こども医療費の拡充
医師確保対策
	村
村
	47,500
60,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	9,500
12,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	６　教育の振興
	(1)学校教育関連施設
　 校舎・屋内運動場

(2)集会施設、体育施設等

　 体育施設

(3)過疎地域自立促進
特別事業
	①ＬＥＤ照明入替
　小中学校

②環境整備
　小中学校

①体育施設整備
①教育情報システム構築
  
	村
村

村

村


	17,000
21,000

20,000

78,000
	
	6,000
15,000

46,000

	15,000
32,000

	10,000
5,000

	7,000

	

	
	小　　計
	
	
	136,000
	
	67,000
	47,000
	15,000
	7,000
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	教育情報システム構築
	村
	78,000
	
	46,000
	32,000
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	７　地域文化の振興等
	(1)地域文化振興施設等
　 地域文化振興施設


	①文化財収蔵庫内
空調設備設置
②文化財資料収蔵
施設設置

	村
村


	10,000
6,000
	
	
	
	10,000

	6,000
	

	
	小　　計
	
	
	16,000
	
	
	
	10,000
	6,000
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	８　集落の整備
	(1)過疎地域集落
再編整備
(2)過疎地域自立
促進特別事業
	①「小さな拠点」整備
①地域づくり事業サポート
	村
村
	250,000
25,000
	50,000
5,000
	50,000
5,000
	50,000
5,000
	50,000
5,000
	50,000
5,000
	

	
	小　　計
	
	
	275,000
	55,000
	55,000
	55,000
	55,000
	55,000
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	地域づくり事業サポート
	村
	25,000
	5,000
	5,000
	5,000
	5,000
	5,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	地域づくり事業サポート
	村
	25,000
	5,000
	5,000
	5,000
	5,000
	5,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	自立促進
施策区分
	事　　業　　名
（施　設　名）
	事　　業　　内　　容
	事業主体
	概算事業費
（見込）
	年　　　度　　　区　　　分
	備　考

	
	
	
	
	
	２８
	２９
	３０
	３１
	３２
	

	９　その他地域の自立促進に関し必要な事項
	(1)地籍調査

	①地籍調査
	村
	157,000
	5,000
	32,000
	40,000
	40,000
	40,000
	

	
	小　　計
	
	
	157,000
	5,000
	32,000
	40,000
	40,000
	40,000
	

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	地籍調査
	村
	157,000
	5,000
	32,000
	40,000
	40,000
	40,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	地籍調査
	村
	157,000
	5,000
	32,000
	40,000
	40,000
	40,000
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2　年度別事業計画


平成２８年度　　　概　　算　　事　　業　　計　　画

（単位：千円）

	区　　分
	事　　業　　名
（施　　設　　名）
	事　業　内　容
	事業主体
	概算事業費
	財　　　源　　　内　　　訳

	
	
	
	
	
	国庫支出金
	都道府県
支出金
	地　方　債
	その他
特定財源
	一般財源

	
	
	
	
	
	
	
	
	過疎債
	
	

	１　産業の振興

	(1)観光又はレクリエーション
	和紙の里施設整備
既存施設改築・改修
駐車場造成・舗装

	村
	250,000
	
	
	200,000
	200,000
	7,000
	43,000

	
	小　　計
	
	
	250,000
	
	
	200,000
	200,000
	7,000
	43,000

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2　年度別事業計画


平成２８年度　　　概　　算　　事　　業　　計　　画

（単位：千円）

	区　　分
	事　　業　　名
（施　　設　　名）
	事　業　内　容
	事業主体
	概算事業費
	財　　　源　　　内　　　訳

	
	
	
	
	
	国庫支出金
	都道府県
支出金
	地　方　債
	その他
特定財源
	一般財源

	
	
	
	
	
	
	
	
	過疎債
	
	

	２　交通通信体系の整備、情報化及び地域間交流の促進

	(1)村道
　 道路

 橋梁
(2)地域間交流
(3)過疎地域自立
　 促進特別事業
	２４１７号（中ノ反）線
（改良）L=200m、W=4.0m
橋梁改良設計（５橋）
ハブバス交通拠点整備
和紙の里停留所
公共交通運行経費
民間バス助成
	村
村
村
村
	35,000
15,000
75,000
8,000
	17,000
7,000
	
	10,000
50,000
	10,000
50,000
	
	8,000
8,000
25,000
8,000

	
	小　　計
	
	
	133,000
	24,000
	
	60,000
	60,000
	
	49,000

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	民間バス助成

	村

	8,000

	
	
	
	
	
	8,000


	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	民間バス助成
	村

	8,000

	
	
	
	
	
	8,000


	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2　年度別事業計画


平成２８年度　　　概　　算　　事　　業　　計　　画

（単位：千円）

	区　　分
	事　　業　　名
（施　　設　　名）
	事　業　内　容
	事業主体
	概算事業費
	財　　　源　　　内　　　訳

	
	
	
	
	
	国庫支出金
	都道府県
支出金
	地　方　債
	その他
特定財源
	一般財源

	
	
	
	
	
	
	
	
	過疎債
	
	

	３　生活環境の整備

	(1)水道施設
　 簡易水道

(2)下水道処理施設
　 その他
(3)過疎地域自立促進特別事業
	清正公山浄水場濾過流量調節機器更新
白石・清正公山配水池
水系連絡管布設替
一般家庭への合併処理浄化槽の整備
合併処理浄化槽
（市町村設置型）設置
廃校舎解体撤去事業
	村
村
村

村
	6,000
7,000

16,000

75,000
	5,000
	
	35,000
	35,000
	19,000
	6,000
7,000

11,000
21,000

	
	小　　計
	
	
	104,000
	5,000
	
	35,000
	35,000
	19,000
	45,000

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	廃校舎解体撤去事業
	村
	75,000
	
	
	35,000
	35,000
	19,000
	21,000

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	廃校舎解体撤去事業
	村
	75,000
	
	
	35,000
	35,000
	19,000
	21,000

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2　年度別事業計画


平成２８年度　　　概　　算　　事　　業　　計　　画

（単位：千円）

	区　　分
	事　　業　　名
（施　　設　　名）
	事　業　内　容
	事業主体
	概算事業費
	財　　　源　　　内　　　訳

	
	
	
	
	
	国庫支出金
	都道府県
支出金
	地　方　債
	その他
特定財源
	一般財源

	
	
	
	
	
	
	
	
	過疎債
	
	

	４　高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進

	(1)過疎地域自立
促進特別事業
　
	①配食サービス
②生活サポート
	村
村
	1,500
4,000
	
	
	
	
	
	1,500
4,000

	
	小　　計
	
	
	5,500
	
	
	
	
	
	5,500

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	配食サービス
生活サポート
	村
村
	1,500
4,000
	
	
	
	
	
	1,500
4,000

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	配食サービス
生活サポート
	村
村
	1,500
4,000
	
	
	
	
	
	1,500
4,000

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2　年度別事業計画


平成２８年度　　　概　　算　　事　　業　　計　　画

（単位：千円）

	区　　分
	事　　業　　名
（施　　設　　名）
	事　業　内　容
	事業主体
	概算事業費
	財　　　源　　　内　　　訳

	
	
	
	
	
	国庫支出金
	都道府県
支出金
	地　方　債
	その他
特定財源
	一般財源

	
	
	
	
	
	
	
	
	過疎債
	
	

	５　医療の確保

	(1)過疎地域自立
促進特別事業
　
	①こども医療費の拡充
　中学生までの医療費
無料化
高校生までに拡充

②医師確保対策
	村
村
	9,500
12,000
	
	
	
	
	
	9,500
12,000

	
	小　　計
	
	
	21,500
	
	
	
	
	
	21,500

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	こども医療費の拡充
医師確保対策
	村
村
	9,500
12,000
	
	
	
	
	
	9,500
12,000

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	こども医療費の拡充
医師確保対策
	村
村
	9,500
12,000
	
	
	
	
	
	9,500
12,000

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2　年度別事業計画


平成２８年度　　　概　　算　　事　　業　　計　　画

（単位：千円）

	区　　分
	事　　業　　名
（施　　設　　名）
	事　業　内　容
	事業主体
	概算事業費
	財　　　源　　　内　　　訳

	
	
	
	
	
	国庫支出金
	都道府県
支出金
	地　方　債
	その他
特定財源
	一般財源

	
	
	
	
	
	
	
	
	過疎債
	
	

	８　集落の整備

	(1)過疎地域集落再編整備
(2)過疎地域自立促進特別事業
	「小さな拠点」整備
地域づくり事業サポート
	村
村
	50,000
5,000
	
	
	30,000

	30,000
	
	20,000
5,000

	
	小　　計
	
	
	55,000
	
	
	30,000
	30,000
	
	25,000

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	地域づくり事業サポート
	
	5,000
	
	
	
	
	
	5,000

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	地域づくり事業サポート
	
	5,000
	
	
	
	
	
	5,000

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	2　年度別事業計画


平成２８年度　　　概　　算　　事　　業　　計　　画

（単位：千円）

	区　　分
	事　　業　　名
（施　　設　　名）
	事　業　内　容
	事業主体
	概算事業費
	財　　　源　　　内　　　訳

	
	
	
	
	
	国庫支出金
	都道府県
支出金
	地　方　債
	その他
特定財源
	一般財源

	
	
	
	
	
	
	
	
	過疎債
	
	

	９　その他地域の自立促進に関し必要な事項

	(1)地籍調査
	地籍調査
	村
	5,000
	
	
	
	
	
	5,000

	
	小　　計
	
	
	5,000
	
	
	
	
	
	5,000

	
	(うち過疎地域自立促進特別事業分)
	地籍調査
	村
	5,000
	
	
	
	
	
	5,000

	
	
	過疎債ソフト分
事業実施分
	地籍調査
	村
	5,000
	
	
	
	
	
	5,000

	
	
	過疎債ソフト分
基金積立分
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	基金取崩分
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・文化財空調設備、資料収蔵施設設置





・農業施設更新





東秩父村過疎地域自立促進計画参考資料（位置図）





文化財収蔵庫内空調設備設置





ハブバス交通拠点整備





和紙の里施設整備





白石・清正公山配水池水系連絡管布設替





清正公山浄水場濾過流量調節機器更新





帯沢浄水場配水池増築





入山浄水場小型浄水処理装置設置





梅田橋（改良）





坊庭橋（改良）





陣川橋（改良）





中ノ反線（改良）





・地籍調査





・「小さな拠点」整備





・体育施設整備





・合併処理浄化槽（市町村設置型）設置

















過疎地域自立促進特別事業





・配食サービス





・生活サポート





・こども医療費の拡充





・医師確保対策





・教育情報システム構築





・地域づくり事業サポート





・高齢者世帯ＩＰ端末整備





・廃校舎解体撤去事業





・公共交通運行経費





坂本線（新設）











・橋梁改良設計（５橋）





・小中学校ＬＥＤ照明入替、環境整備





・保育園舎、学童保育施設整備





・西地区送水ポンプ場更新





・観光トイレ整備
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